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１．研究の目的 

 図書館に関する調査・研究を行う上で，

その基盤となる図書館統計の果たす役割は

大きい。現在，日本の大学図書館に関する

統計には『日本の図書館 : 統計と名簿』(日

本図書館協会図書館調査事業委員会編，

1953-）と『学術情報基盤実態調査結果報告』

（文部科学省研究振興局情報課，1968-，（旧

『大学図書館実態調査結果報告』）の 2種類

があり，それぞれに異なった特色をもって

いる。特に JLA 図書館調査委員会が既に指

摘しているように(1)，大学の規模別に調査

項目の集計を行い，それぞれに合計，平均，

構成比などを挙げている『学術情報基盤実

態調査結果報告』とは違い，『日本の図書館』

では，短大，高専を含む高等教育機関を網

羅的に調査対象とし，本館だけでなく分

館・分室までもそれぞれ個別データを掲載

している点で，両者は大きく異なっている。 

そこで本調査では，『日本の図書館』の個

票データを大学図書館の研究に用いる妥当

性を検証することを目的とし，これら二つ

の調査の個票データを比較した。さらに，

同一図書館の個票データでの相違について，

事例調査によってその原因を明らかにする

ことを試みた。 

 

２．全体像の把握と両者の比較 

日本日本日本日本のののの図書館図書館図書館図書館 学術情報基盤実態調査結果報告学術情報基盤実態調査結果報告学術情報基盤実態調査結果報告学術情報基盤実態調査結果報告

開始時期
1952年～公共図書館
1953年～大学図書館・高等専門学校

1968年～大学図書館実態調査報告
2005年～学術情報基盤実態調査結果報告

実施団体 日本図書館協会
文部省大学学術局情報図書館課
→文部科学省研究振興局情報課

調査の性質 民間の団体による調査の報告 承認統計報告

調査日 毎年5月1日（1970年までは4月1日） 毎年5月1日

調査対象 四年制大学、短期大学、高等専門学校の図書館
四年制大学の図書館とコンピュータ及びネットワーク
担当部署

項目数
（2006年度）

280項目以上 250項目以上

公表時期 同年中に刊行 翌年1月頃公表

公表内容 大学ごとの個票データ 大学規模別の集計結果

公表形式 印刷版と電子版（フロッピーディスク版）
平成14年度以降のデータを、文部科学省のWebサ

イトにてPDF版とexcel版を公表
(2)

その他
定常の調査項目の他に、付帯調査・ミニ付帯調査
あり

【第１表　比較表】



 統計調査の数値を扱う上で，各統計の背

景や位置付けが異なれば，当然個別の数値

にも影響があると考えられる。まず全体像

を把握・比較するため、それぞれの統計調

査の概要を第 1 表にまとめた。 

 

３．調査方法 

３－１．個票データの照合調査 

 個票データの照合調査には『日本の図書

館』（FD 版）2006 年度版及び，目的外使用

申請を行って得た『学術情報基盤実態調査

票（平成 18 年度）』の個票データを用いた。

最初に双方に掲載されている図書館を抽出

し，次に両者に共通した，比較可能な調査

項目について，数値の照合をおこなった。 

 

３－２．事例調査 

上記の調査で相違の見られた調査項目に

ついて，その原因を明らかにするために，

大学図書館 6 館（首都圏の国立大学図書館

3 校，私立大学図書館 3 校）において、担

当者に尋ねるなどの事例調査をおこなった。 

 

４．調査結果 

４－１．個票データの照合調査結果 

 『日本の図書館』の対象館 1,873 館，『学

術情報基盤実態調査結果報告』の対象館

1,379 館のうち，どちらか一方のみ回答し

ている図書館 116 館を除いた結果，比較可

能である図書館は 1263 館であり，比較可能

な項目数は 29 項目であった。そのうち，あ

らかじめ数値が違うことが判明している 8

項目を除いた 21 項目について，それぞれに

数値の一致した館数と一致率を算出したと

ころ，全体での一致率は 61.5%となった（第

2 表）。つまり，2 つの統計の数値のうち，

約 4割は一致しないということが言える。 

しかし，この結果はただちにどちらかの

統計のデータが誤りで，統計としての信頼

性は低いことを示すものではない。不一致

項目の数値を精査してみると，両者の数値

が僅差である項目が殆どであった。そこで

2 つの統計における数値の違いについて，

事例調査をおこない，原因の特定を試みた。 

 

４－２．事例調査の結果 

 事例調査の結果，数値が異なる原因につ

いて，次の 5つがあることが判明した。 

A）単位の違い 

職員数（臨時）については，『学術情報基

盤実態調査結果報告』の記入要項には「１

日当たりの勤務時間が専任職員の通常の勤

務時間に満たない者」とあり，頭数の数値

が求められているのに対し，『日本の図書

館』では「年間実働時間の合計を 1,500 時

間で除したものを１人とする」とあり，時

間数での数値が求められている。また文献

複写では，前者が件数であるのに対し，後

者は枚数が求められている。その他にも，

書架収容能力については，単位にｍを用い

るかｋｍを用いるかの違いや，小数点の切

捨て処理の方法から生じる違いが見られた。 

B）提出時期から生じる違い 

 調査対象年度はいずれも 2005 年 4 月 1

日～2006 年 3 月 31 日であるが，提出期限

は『学術情報基盤実態調査結果報告』は



2007 年 9 月，『日本の図書館』は 2006 年 5

月となっており，『学術情報基盤実態調査結

果報告』の方が 1 年以上遅く実施されたこ

とになる。このことにより，図書受入数や

雑誌受入数などは，前者の提出後から後者

の提出までの間に，遡及入力が進んだため

に数値が加算される例や，前者の提出後に

数値の誤りに気が付いた場合に，後者の数

値のみ訂正されるといった例が確認された。 

C）項目に対する解釈の揺れ 

 『学術情報基盤実態調査結果報告』では

図書受入数に「その他」として製本雑誌を

含めることが，記入要項に明記されている

が，『日本の図書館』では特に記載がないた

め，解釈に揺れが生じ，それぞれの調査で

製本雑誌を含めた数値と含めない数値を提

出している図書館があった。 

D）個々の図書館の事情 

図書・雑誌蔵書数を，積年で算出してい

る場合，それぞれの調査の提出初年度の数

値が異なっていると，受入数は合っていて

も総数が合わなくなるという事例があった。

また，分館などが新設された場合，提出時

期の遅い『学術情報基盤実態調査結果報告』

の数値のみ反映され，『日本の図書館』には

反映されていなかったという事例もあった。 

E）例外的な対応 

開館日数について，オープンキャンパス

などの特別土日開館を含める数値と含めな

い数値をそれぞれの統計で提出していた事

例があった。また，コンピュータセンター

として図書館の建物内の一部のみが開館し

比較館数 一致 一致率 A B C D E F
専任 ＊ ＊ ＊ ○ ○ ○ ○ ○ －
臨時 ＊ ＊ ＊ × × × × × －
総延面積 ＊ ＊ ＊ × × × × × ×
棚板延長 ＊ ＊ ＊ × × × × × ×
収容可能冊数 ＊ ＊ ＊ × × × × × ×
和 1,255 728 58.0% ○ × × × ○ ○
洋 1,251 842 67.3% ○ × × × ○ ○
点字 - - - － － － － － －
全所蔵冊数 1,263 826 65.4% ○ × × × ○ ○
和 1,248 820 65.7% ○ × × ○ ○ ○
洋 1,242 897 72.2% ○ × × ○ ○ ○
点字 - - - - － － － － －
全所蔵種類数 1,263 872 69.0% ○ × × ○ ○ ○
和 1,247 634 50.8% ○ × × × ○ －
洋 1,242 731 58.9% ○ × × × ○ －
計 1,263 656 51.9% ○ × × × ○ －
和 1,263 758 60.0% ○ × × ○ ○ ×
洋 1,263 833 66.0% ○ × × ○ ○ ×
計 1,263 784 62.1% ○ × × ○ ○ ×
和 1,245 742 59.6% × × × × ○ －
洋 1,239 849 68.5% × × × × ○ －
計 1,263 772 61.1% × × × × ○ －
和 1,263 703 55.7% × × × × ○ ○
洋 1,263 823 65.2% × × × × ○ ○
計 1,263 733 58.0% × × × × ○ ○

開館状況 1,263 799 63.3% ○ ○ ○ × ○ ○
計 1,263 752 59.5% ○ ○ ○ × ○ ○

合計 1,263 667 52.8% × ○ ○ ○ ○ ○

合計 ＊ ＊ ＊ × × × － × －

全体 26,388 16,221 61.5%

参考業務（レファレ
ンス・サービス）

利用件数

レファレンス利用者別
内訳

蔵書数

図書

サービス
状況

開館総日数・時間数 開館総日数

図書受入数

文献複写件数 文献複写利用者別内訳

館外貸出冊数 館外貸出冊数

雑誌受入数

図書・雑誌
受入数

総受入種類数

比較調査

総受入冊数

雑誌

購入

購入

○・・・一致　　×・・・不一致　　－・・・比較不可　　＊・・・単位の違いから全館不一致となるため省略

【第2表　個票データの照合結果】

施設
用途別面積

書架収容力

事例調査
調査項目

図書館・室
の職員数

職務内容別内訳 図書館・室職員総数



ているような場合を含めるかどうかで，違

いが生じるケースもあった。 

 

５．結論 

『日本の図書館』と『学術情報基盤実態

調査結果報告』という 2 つの統計について，

個票データの数値を照合し，その差異につ

いて事例調査を行い，原因を追究した。そ

の結果，2 つの統計データの数値に差は認

められるものの，それらに対しては一定の

説明が可能であった。 

ここで再度，統計が果たす役割に立ち返

ってみると，各大学図書館が他館との比較

を通じて自館の評価に利用する他に，大学

図書館全体の動向を読み取り，国の大学図

書館政策に活かすという役割がある。つま

り，統計を経年的に見ることによって，大

学図書館の年次変化を把握することが可能

になる。ただし，大学数は 1953 年から 2005

年までの間に 226 校から 726 校と 500 校増

加しており，平均するとこの 52 年間で毎年

約 10 校の増加があったことに気を付けな

ければならない。このような大学数の増加

は，実は統計に大きな影響を及ぼしている。

例えば蔵書総数には，増加した大学の蔵書

数が加えられる一方，新設大学の図書館の

殆どは，規模が小さいために，平均値は毎

年押し下げられることになる。したがって

統計データを調査研究に使用する際には，

一定数の固定した大学図書館の数値、つま

り個票データを比較することが必要となる。 

以上のことから，2 つの統計に顕著な差

が見られないのであれば，個票データを公

表している『日本の図書館』を，大学図書

館の調査・研究に用いることが妥当である

と結論づけることができるだろう。 

 

６．まとめ 

 大学図書館統計は，単館レベルの評価か

ら大学図書館全体まで，幅広い対象に活用

できる。例えば，『日本の図書館』の個票デ

ータを用いて，設置母体による館種別や，

蔵書数や学生数による規模別，及び地域別

などの区分によって，奉仕(貸出数，相互協

力件数)や経費(経常費，資料費)などを多様

な観点から比較することが可能である。ま

た，特定の課題に関する質問紙調査やイン

タビュー調査の基礎データとしても利用で

きる。 

 統計の課題としては，『日本の図書館』で

は 1991 年に廃止された「大学総経費」など，

図書館と設置母体の比較を可能にする項目

の復活が考慮されるべきである。提出側に

は，一部の項目しか提出を行わない館の存

在や，同一調査項目でありながら 2 つの異

なった統計で数値が微妙に異なるなど，図

書館統計に対する意識の問題があると推察

される。 
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